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ヒントやノウハウが満載
経営革新の取組に向けた



事業承継と営業効率化で安定経営を支援。
冷めても美味しいごはんの開発や冷凍食品分野への進出も

認定支援機関の概要

税理士法人京都経営
【機関種別】
【所 在 地】

【設　　立】
【従業員数】
【認 定 日】

中小企業・小規模事業者の概要

現場中心で働いてきたので、社員時代は経営的な数字をまったく理解していませんでした。そうした状態で事業承
継をして従業員やその家族の生活を守れるか、またその責任について自問自答していましたが、数字の厳しさを求
める姿勢などを同機関のお陰で気付くことができました。今後もご支援を頼りにしています。

支援を受けた
中小企業・

小規模事業者の声

支援に至った経緯 経営状況の把握・課題設定 解決策の提案・実施 今後の取組・フォローアップ

京都府京都市伏見区
西大手町307エイトビル5階

税理士法人

平成19年7月
38名
平成24年11月5日

冷凍商品の技術確立
により黒字化を目指す

広報ツール改訂や新商品
開発により月間売上増

営業の非効率と
広報の弱さが露呈

事業承継問題と
主軸事業の売上減

相談者は老舗がひしめく京都で平成10年に炊飯事業を開始し、百貨店やホテル、飲食店向けに炊き立てのご飯を提供している。顧客
の細かな要望にも丁寧に対応し、信頼関係を築いてきた。当機関は同社の税務顧問を務める傍ら経営改善も提案してきたところ、平
成29年、代表者交代を機に、先代社長の知識や構想を新社長に引き継ぎたいと事業承継の相談を受けた。また、事業の主軸の１つで
ある百貨店向けの注文がコロナ禍で激減。加えて営業強化についても支援することになった。

事業承継問題と主軸事業の売上激減を受けて支援を開始

新社長は製造現場出身であり、営業は先代社長が１人で行ってきた。そこで、まずは新社長が先代社長の営業に同行し、顧客の関係性
や発注状況の把握を行った。当然ながら１回の訪問だけでは注文には至らないことが多く、営業効率が悪いことをあらためて認識。ま
た、顧客の都合によって売上の増減の幅も大きかったことから、これを平準化し、安定的な運営を図ることが課題であるという認識の
もと、①売上の安定を図る対応策、②顧客との関係を深める営業力や広報宣伝力の強化を主な課題として設定した。

営業の負荷を軽減し、安定的な運営をもたらす営業力や広報が課題

当機関は早期経営改善計画を策定し、製造工程をわかりやすく説明するパンフレットを制作。客先には検食用見本を持参し、商品開
発を進めた。ここでは新社長の製造現場経験が生かされ、顧客の提供時間に応じて冷めても美味しいごはんを開発。営業に通わなく
ても顧客の問い合わせや口コミが増えたほか、顧客の要望に合わせた容器にご飯を詰めるなど販売に付随する作業と加工賃による
売上も増加。これらの結果、令和4年の月間売上はコロナ禍前と比べると20％増加した。

パンフレット改訂や顧客と一体の商品開発で月間売上20％増

近年のフードロス減少に対応すべく、同社は冷凍向け商品の開発にも着手。他社にない独自技術を確立することで、３年後の黒字化と
５年以内の投資額回収を計画。また、設備投資とECサイトの立ち上げには、事業再構築補助金を活用して、京都市内だけでなく滋賀
県内のホテルも網羅することを目指している。また、一般消費者も含めた販売先の拡大を視野に入れて、オリジナル商品の開発も計画
するなど、挑戦する企業体質へと変わり、支援する側としてもやりがいを感じている。

冷凍ブームとフードロス対応で新商品開発、３年後の黒字化目指す
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三彩食品有限会社
【業種区分】
【所 在 地】

【設　　立】
【従業員数】
【資 本 金】

京都府京都市南区鳥羽
羽塔ノ森東向町25-3

卸売業・小売業

昭和63年5月
17名
300万円

京都府 卸売業・小売業事業承継

認定支援機関の概要

中小企業・小規模事業者の概要

入社当時は私が最も若手で、社内はベテランばかりでした。しかし、同機関の助言を受け、５年後の従業員名簿を
作るなどして、世代交代も進めることができました。同機関に定期訪問していただき相談することで、経営課題を整
理しながら中長期的なイメージを持てるようになったことが支援を受けた最大の成果だと感じています。

支援を受けた
中小企業・

小規模事業者の声

支援に至った経緯 経営状況の把握・課題設定 解決策の提案・実施 今後の取組・フォローアップ

相談者は、糸の仕入れから縫製等の工程を経て検品・包装までを一貫して自社工場で担う靴下メーカー。当機関がひょうご産業活性化
センターにおける認定事業の担当マネージャーとして定期的に訪問していた経緯があり、平成30年10月の同センターの認定事業終
了後も、当機関が継続して経営支援を行うこととなった。当時、同社の事業承継を見据えて経営者夫妻から幅広い業務の引き継ぎを
進めていたが、日々生じる経営課題や疑問を毎月の訪問の中で話し合い、対応策を講じていった。

兵庫県の認定事業終了後も、経営支援を継続

支援開始当時は、相談者の父である3代目が社長、母が販売責任者を務めていた。長く家内工業での生産によりベテラン職人が製造
を担ってきた工場では、経営的な視点で数字を見る習慣があまりなかった。また、折からの原料高や人件費の高騰、安価な海外製品と
の競争などに晒されやすい板挟みのビジネス環境も経営の逆風となっていた。今後は、長年培ってきた技術や製品の良さを保ちなが
ら、円滑に事業承継を行うとともに、いかにして販路拡大を見込んだ新事業を創出できるかが課題だった。

家族経営とベテラン職人による家内工業を見直し新事業創出へ

他社に勤めていた相談者は同社の経営的な課題を多く感じており、その課題一つひとつについて、当機関の伴走支援を受け解決策を
模索した。具体的には、販売面において、販売計画の作成や検証活動を実施。検証活動に必要となる内部データの管理方法も検討し
た。また、製造現場は整理・整頓などの5Sが不十分な状態だったため、その改善に着手。直営店では従業員の気付きをひと言、ノート
に残す取組も始めた。こういった取組は、お客様の求める傾向の把握に役立ち、従業員間で情報共有を図るための貴重な資料となっ
た。こうした地道な活動の積み重ねにより、さまざまな課題に素早く対応できる体制ができ、生産性の向上と売上伸長を実現した。

整理・整頓、ひと言ノートなどの地道な取り組みを重ね生産性向上

令和４年５月に相談者が代表取締役に就任し、事業承継は完了。現工場は老朽化が進むため、５年後の新工場建設・稼働を計画している。
現工場は、戦前に建てられた小学校の校舎を移築したもので、老朽化しているが、旧式機械とともに今後も活用予定。直営店では工場内のリ
ノベーションした建屋を活用したカフェをオープンするなど、地域の場づくりにも取り組んでいる。さらに、海外向け新製品の開発を踏まえ、
在庫や生産量の調整をしつつ、JETRO（日本貿易振興機構）の案内で令和５年１月に出展するパリでの展示会に向けて準備を進めている。

５年後の新工場稼働や海外向け事業を視野に支援を続行
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老舗繊維メーカーの後継者による地道な取組を支援。
家内工業から脱し海外進出を見据えた挑戦も

冨松 誠
【機関種別】
【所 在 地】

【設　　立】
【従業員数】
【認 定 日】

兵庫県神戸市西区
竹の台1-11-14

中小企業診断士

平成25年1月
ー
平成30年10月31日

千代田繊維工業株式会社
【業種区分】
【所 在 地】

【設　　立】
【従業員数】
【資 本 金】

兵庫県加古川市
志方町永室219-1

製造業

昭和26年4月
19名
1,000万円

新工場建設や
海外展開へ向けて始動

整頓や意思疎通の
取組で生産性向上

家内工業の見直しと
新規事業の創出

県の認定審査終了後も
支援を継続

兵庫県 製造業事業承継
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